別紙(記載例－1)　・・・解雇事案

紛争の概要

1 平成　年　月　日の業務終了直前に、申立人は被申立人の社長から社長室に呼ばれ、「あなたを平成　年　月　日付けをもって解雇する。」と言われた。

2 申立人が、その理由を尋ねると、社長は「会社の業績が悪化してきたこと、それにあなたには協調性が無く、勤務態度に問題があることが主たる理由である。」と言われた。

3 申立人は納得できないので、更に「何が問題なのか具体的に答えてください。」と求めたが、社長からは「もう明日から来なくていい。」と言われ、解雇通知書が渡された。

4 通知書には「平成　年　月　日に解雇予告手当　　　円を支払う。」とあった。

5 申立人は、今回の解雇処分には納得できないので、社長宛に文書を送付し、その旨を伝えると共に、具体的な解雇理由を回答するように求めた。

6 申立人が指定した期限(平成　年　日)までには、被申立人から回答はない。

解決を求める事項(理由を含む。)

1 被申立人は申立人に対して、金60万円を支払うことを求めます。

2 申立費用は、折半し、申立人及び被申立人が負担する。

(理由)

1 会社の業績について、申立人には正確にはわかりませんが、申立人を解雇しなければならない状況とは思われません。また、業績についての説明は、これまで一度もありませんでした。

2 申立人は協調性が無く、勤務態度に問題があるとの被申立人の主張ですが、申立人はこれまで上司や同僚との間においてトラブルを起こしたことは無く、全く根拠のないものです。

3 以上のことから、今回の解雇は違法、不当なものであり、無効であります。

4 しかし、申立人としては、今後も被申立人の会社で引き続いて働く気持ちは弱まりましたので、今回退職しようとも考えています。それには、当分の間の生活費と慰謝料的なものとして、これまでの賃金の概ね3か月分に相当する60万円を解決金として要求するものであります。

